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１．調査研究の背景

わが国の地方都市における地域鉄道は、人口減少
とモータリゼーションの進行という二重の課題に直
面しており、長期的な利用者減少により、現在では
地域鉄道の約 8 割が赤字経営にあるとされている 1)。
輸送人員の減少は事業者の収益を圧迫し、運行本数
の削減がさらなる利用者の自家用車移行を招くとい
う負の循環を形成している 2)。このような状況下で、
持続可能な交通体系を構築するためには、鉄道利
用の変化を客観的に捉える分析手法の確立が急務と
なっている。

近年、リモートワークの普及や時差出勤の導入と
いったライフスタイルの多様化により、従来のピー
ク時間帯を前提とした需要構造は大きく変化してい
る。また、郊外地域からの鉄道利用を促進する手段
として、自家用車と鉄道を組み合わせるパーク＆
ライド（P&R）施策の導入が各地で進められている。
しかし、これらの社会的要因や政策介入が鉄道利用
動態に与える影響を定量的に評価する手法は十分に
整備されているとは言い難い。本研究では、こうし
た課題を都心接続性と郊外拠点の特性を併せ持つ JR
高崎線の深谷駅・籠原駅を対象に分析を行う。

これまでの交通需要予測に関する研究では、統計
的予測手法や利用者の行動パターンを確率過程とし
て捉える動態モデルが有効とされ、特にマルコフ連
鎖モデルは、交通流動を状態遷移として捉える枠組
みとして利用されてきた 3) 4) 5) 6) 7) 8)。しかし、従来の
モデルでは、観測データのみから状態遷移を推定す
るため、データ不足や未観測要因の影響を十分に反
映できない場合がある。本研究では、従来の数理モ
デルに生成 AI を補助的に組み合わせることで、デー
タの論理的補完と将来シナリオの設定を可能とする
枠組みを構築する。なお、生成 AI の出力に対しては、

AI 特有の不確実性の影響を適切に評価し、客観的な
分析基盤としての信頼性の確保を図っている。

２．調査研究の概要

（１）鉄道利用動態予測モデルの枠組み
本研究では、マルコフ連鎖モデルを拡張した隠れ

マルコフモデル（HMM）を用い、生成 AI を融合さ
せることで、利用者の移動目的を潜在的な状態とし
て捉えた動的モデルを構築する。本研究の分析枠組
みを図 1 に示した。

（２）分析対象とデータ構成
本研究では、埼玉県北部と東京都心部を結ぶ JR

高崎線沿線の深谷駅および籠原駅を主要な分析対象
とした。これらの駅は首都圏への長距離通勤需要を
担う一方で、地方都市特有の自家用車依存度が高い
郊外型交通行動の特性も併せ持っている。分析には、
国土交通省の第 13 回大都市交通センサスから抽出
した一件明細データ（1 次 OD データ）9) を基軸と
して使用した。このデータは一件ごとの乗降駅や利
用時間帯を詳細に記録しているが、定期券利用者の
動態が含まれないため、定期券発売実績データ 10) や
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図 1 本研究の分析フレームワーク
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時間帯別初乗り時刻分布 11)、さらには JR 東日本の
移動目的調査データ 12) を統合することで、通勤・通
学および生活移動の実態を反映した包括的なデータ
セットを構築した。

また、鉄道利用の時間帯特性、空間構造を踏まえ、
利用時刻を表 1 に示す 5 つの時間帯に分類し、目的
地を表 2 に示す 7 つのエリア（状態）に集約した。

表 1 時間帯区分
区分 時間帯 想定される動態と役割

Early_Morning 4:00–5:59 移動数は少ないが通勤
利用が中心

Morning_Peak 6:00–7:59 都心への長距離通勤・
通学のコア時間帯

Shoulder 8:00–9:59 時差通勤施策の受け皿
となる時間帯

Off_Peak 10:00–16:59 買い物・私用など多様
な生活移動が中心

Other その他 上記以外の時間帯

表 2 分析に用いる状態空間（目的地エリア）
状態コード エリア名 概要

SF_Fukaya 深谷 本研究の分析対象地域
の中心駅であり、地域
内移動の基点となる。

SK_Kagohara 籠原 高崎線の重要駅であり、
始発列車も多く都心通
勤の拠点となる。

SKu_Kumagaya 熊谷 埼玉県北部の主要都市
であり、新幹線接続を
持つ広域交通拠点。

SO_Omiya 大宮 首都圏北部の最大ター
ミナルであり、東京方
面への乗換拠点。

SS_SaitamaHubs 県内拠点 浦和・さいたま新都心・
赤羽など埼玉県内の主
要都市拠点。

ST_TokyoArea 東京エリア 上野・東京・新宿・池
袋など首都圏中心部の
主要ターミナル。

SE_Others その他 上記に分類されない駅
および遠距離移動先。

（３）隠れマルコフモデル（HMM）と生成 AI の融
合枠組み

利用者の行動を「移動目的（通勤・通学・その他）」
という直接観測できない潜在状態と、「目的地」と
いう観測事象からなる HMM として定式化した。目
的地分布 P、移動目的の構成比π、目的別の目的地
到達確率 Q の関係を P ＝π Q という行列演算で表現
し、観測データから未知の行動パターン Q を推定
する逆問題としてモデルを構築した。ここで、デー

タの不足や論理的整合性を補完するため、生成 AI
（LLM）を活用して土地利用特性に基づく事前知識
（Prior）を導入した。AI は「通勤目的であればオフィ
ス街への到達確率が高まる」といったドメイン知識
に基づき、事前分布行列 W を生成する。最終的な
到達確率 Q の推定には、観測データへの適合度と事
前知識への準拠度を同時に最適化する正則化付き最
小二乗法を採用した。具体的には、次の目的関数を
最小化することで Q を推定する。

	 𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚 � ‖� � ��‖� � �‖� ��‖� 	 （1）

この式において、第１項は観測データへの適合度
（誤差）を、第２項は生成 AI による事前知識への準
拠度（Prior との乖離）を表す。なお、λは、次節
で説明する正則化係数である。

（４）モデルの最適化と妥当性の検証
正則化係数λはモデルが観測データと事前知識

（Prior）のどちらをどの程度重視するかを制御する
ハイパーパラメータであり、モデルの精度を左右す
る。そこで、λ＝ 0 から 10 までの広範な感度分析
を実施した。分析の結果、λ＝ 0.03 の地点におい
て、データへの過適合を抑制しつつ、都市構造に基
づいた解釈可能な行動パターンを最も安定して抽出
できることが確認されたため、これを最適値として
決定した。また、設定した事前知識の重みが推定結
果に与える影響を検証するため、事前知識に対して
± 10% のランダムな摂動を加えた頑健性テストを
実施した。50 回の独立試行における相対誤差は極
めて狭い範囲に収束しており、本モデルが特定の主
観的設定に依存せず、一定の安定性を有することが
確認された。

（５）将来シナリオの設計
生成 AI を用いて、将来の社会変化や政策導入を

想定した 5 つのシナリオを設定した。具体的なシナ
リオの内容を表 3 に示す。これらのシナリオは、単
なる利用者数の増減ではなく、モデル内のパラメー
タ（π，Q）の変化として記述することで、利用者
の行動変容を直接的に表現している。なお、これら
の変化率は、厳密な将来予測ではなく、社会変化や
政策導入が鉄道利用構造に与える影響を比較検証す
るための仮想的な値である。
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表 3 将来シミュレーション・シナリオの定義
シナリオ 概要

A：人口減少 少子化による通学需要の減退
B：リモートワーク 働き方の変化による通勤需要の減少
C：P ＆ R 政策による鉄道利用促進
D：複合シナリオ 人口減少と P ＆ R 施策の組み合わせ
E：時差出勤 ピークシフトによる平滑化

３．考察

（１）社会変化シナリオにおける行動変容の分析
構築したモデルを用い、人口減少、リモートワー

ク、P&R、時差出勤といった社会変化を想定した 5
つの将来シナリオ分析を行った。図２、図３のよう
に、少子化による通学需要の 30% 減少を想定したシ
ナリオ A では、地域内の主要拠点である熊谷への到
達確率が著しく低下した一方で、東京エリアへの確
率が相対的に上昇する「見かけ上の強化」が確認さ
れた。これは流動の母数が縮小する中で、駅が持つ
広域拠点としての性格が逆説的に強調される構造を
示している。また、リモートワークの進展を想定し
たシナリオ B では、都心流入が大幅に減衰する一方、
地域内拠点への依存度が高まる可能性が示されてお
り、鉄道の役割が広域輸送から地域内ネットワーク
の維持へとシフトしていくことが想定される。

図 2 熊谷への到達確率比較（籠原駅起点）

図 3 東京エリアへの到達確率比較（籠原駅起点）

（２）政策介入による需要相殺と時間軸の平滑化
政策的な介入については、P&R 施策を導入したシ

ナリオ C において、東京エリアや県内拠点への到達
確率が明確に向上し、潜在的な広域移動需要を顕在
化させる効果が示された。特に、人口減少と P&R
を組み合わせた複合シナリオ D においては、通学需
要の減少という負の影響を、アクセシビリティ向上
による広域流動の維持によって一定程度相殺できる
可能性が確認された。これは、地方都市の駅が単な
る乗降場所ではなく、広域ネットワークへの戦略的
なゲートウェイとして機能し続けるための有効な方
策を示唆している。さらに、時差出勤を想定したシ
ナリオ E では、朝ピーク時の負荷が前後時間帯へ適
切に分散され、時間軸上での流動の平滑化が確認さ
れた。オフピーク時間帯における駅の多機能化を促
進する有効な手段となり得ることが期待できる。

４．まとめ

本研究では、鉄道利用を状態遷移として捉える
数理モデルを構築し、移動目的を潜在状態とする
HMM に、生成 AI を補助的に組み合わせることで、
社会変化や政策介入が鉄道利用構造に与える影響を
分析した。また、生成 AI の出力に伴う不確実性に
ついては、感度分析および頑健性検証を通じてその
影響を評価し、分析結果の信頼性を確保した。

事例分析の結果、人口減少や働き方の変化、パー
ク＆ライド施策の導入といった要因は、単なる需要
量の増減ではなく、利用目的の構成や時間帯別分布
といった利用構造の変化として現れることが確認さ
れた。特に、人口減少は駅の機能を相対的に広域志
向へと変化させる一方で、アクセス改善施策はその
変化を補完し、リモートワークや時差出勤は地域内
移動の重要性を高めることが明らかになった。こう
した変化に応じて、駅の役割の戦略的再編が求めら
れる。今後は、本モデルを異なる地域や路線へ展開
して汎用性を検証するとともに、環境負荷低減や地
域経済への波及効果といった多面的な評価指標を組
み込むことで、より包括的な交通政策の検討に資す
るツールへと発展させていくことが期待される。□
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